


 

 

こととしています。 

その際、これらの取組を進めるに当たっては、国を始めとする関係機関

に、格段のお力添えを賜りたい事項がございます。どうか御高配を賜りま

すようよろしくお願い申し上げます。 
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第１「マンション長寿命化促進税制」の期間延長及び要件緩和 

(1) 「マンション長寿命化促進税制」の適用期限について、現行の「令

和 9 年 3 月 31 日」から 2 年間を超える期間に延長していただき

たい。 

(2) また、本税制の使い勝手を向上させる観点から、例えば①～③の適

用要件について、次の見直しをお願いしたい。 

① 修繕積立金の引上げ時期が令和 3 年 9 月以降であることとされ

ているが、この適用要件を見直していただきたい。 

② 本税制の申請時期について、現行の「3 箇月以内」から「6 箇月

以内」に見直しをしていただきたい。 

③ 本税制の適用対象となるマンションについて、「認定マンション」

に加え、弊会の「マンション管理適正評価」において、星 5 のマ

ンションも対象にするなど、区分所有者にとって本税制が使い勝

手のよいものとなるようにしていただきたい。 

 

《趣旨と理由》 

（１）本税制は、令和 5 年度から施行され、現在、4 年目を迎えていま

  す。マンションの大規模修繕工事を適切に行うことを通じ、マンシ

  ョンの長寿命化を促進していく上で、本税制は、大きなインセンテ

  ィブとなっており、管理組合における円滑な合意形成にも資するも

  のとなっています。 

   しかも、マンションの長寿命化は、短期的に実現するものではな

  く、長期的な取組が必要です。しかも、今後大規模修繕工事を迎え

  るマンションが数多くあることを考慮しますと、本税制は、わずか

  4 年で終えてよいものではなく、更なる延長が必要であると考えま

  す。  

   さらに、政府におかれては、「マンション関係法」審議や「住生

活基本計画(全国)」において、マンション管理計画認定の取得割合

を 20％(2031(令和 13))とする目標を掲げられています。本税制が

認定取得の 1 つの誘因となっていることに鑑みても、本税制の延長

が不可欠であると考えます。 

   その際、本税制の適用期間については、これまで、「2 年間」と

  なっています。 

   マンションの大規模修繕工事は多くの場合、長期修繕計画に基づ

いて計画的に行っていますが、本税制の適用期間が現状の 2 年間で

は、管理組合の工事予定時期によっては、自らのマンションが大規
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模修繕工事の時期を迎えるときには、本税制が存在していないと判

断して、不公平感を抱くこととなる可能性があります。 

弊会の調査では、管理組合が大規模修繕工事を検討し、総会承認

を得て、順調に進んだ場合で、着工してから完工する迄の期間が平

均２４箇月であったことが分かっており、延長期間が 2 年間を超え

る期間となることで、多くの管理組合が、中期的な計画に基づいて

本税制を活用出来るという結果が出ています。 

つきましては、できるだけ多くの管理組合が税制を見据えて計画

的な工事を検討できるよう、延長期間を 2 年間を超える期間とする

ことを要望します。 

 

（２） 

① 本税制の適用要件の 1 つとして、「修繕積立金を認定基準まで引

き上げる時期が令和 3 年 9 月以降」と限定されています。 

この「令和 3 年 9 月」とは、「マンション修繕積立金ガイドライ

ン」が改定され、修繕積立金の目安額が増額された時期であると承知

していますが、修繕積立金不足のマンションにおいては、国における

「ガイドライン」や基準づくりの動向如何にかかわらず、管理組合内

において修繕積立金をどう引き上げるかについて、真摯に検討が行わ

れています。そのような取組に対し、特定の「ガイドライン」の改定

時期の前後によって、有力な税制の適用対象となるかどうかが決まる

ことは、管理組合の納得が得られ難く、早い時期に修繕積立金の引上

げを実現した管理組合の意欲を損なうことになりかねません。 

現に、弊会が行った調査結果においても、仮に「修繕積立金を認

定基準まで引き上げる時期が令和 3 年８月３１日以前」とした場合

には、令和８年に大規模修繕工事を検討している管理組合におい

て、本税制の活用できる管理組合数が７８組合から２０７組合（１

２９組合 増、６０．２％増）へ改善・増加することが判明してお

ります。 

 

   このため、「修繕積立金の引上げ時期要件」については、例え

ば、本要件とは別の要件を設定の上、これらのうちいずか 1 つの要

件を満たすことでも足りること（例えば、「修繕積立金が計画どお

りに積み立てられていること」等)とするなど、要件を見直し、若

しくは緩和していただきたい。 

 



- 3 - 

 

 ② 本税制の申請期間については、これまで、「3 箇月間」となっ  

ています。管理組合では、大規模修繕工事の実施については総会で

決議していますが、総会後には議事録の内容確認や複数名の署名に

よる議事録書面作成、新事業年度における役員改選に伴う引継ぎ、

事業内容の確認等の様々な手続きを行っています。 

この状況において、管理組合が様々な資料を取り揃えて、本税制

の手続きを 3 箇月間で行うことは非常に困難であるとして、期間の

延長を求める声が寄せられています。 

現に、弊会が行った調査結果においても、「申請期間を 6 箇月と

することで、新事業年度の多忙な時期においても余裕を持って手続

きをすることができる。本税制の活用促進につながる。」と、

80％の会員会社より回答を得た結果が出ています。 

つきましては、管理組合が新たな事業年度に入る多忙な時期にお

いても、手続き間違え等なく、適正な手続きができるよう、申請手

続き期間を現行の 3 箇月間から 6 箇月間へ延長することを要望し

ます。 

 

③ 弊会では「マンション管理適正評価制度」を運営していますが、

社会的に大きな課題となっている「マンションの二つの老い」が進

行している中で、管理組合自らが管理状況を把握し、適切な管理を

行っていることは、高く評価すべきことです。 

その中でも星５の評価を得ているマンションは、管理計画認定マ

ンションと比べて同等の、非常に高いレベルで管理運営をしてお

り、行政としてもこれを応援していくことで、その取組みは他のマ

ンションの努力にも繋がるものと考えるところです。 

  本税制の適用対象マンションは、管理計画認定マンションに限定

されていますが、令和８年６月３０日現在、管理計画認定件数が

4,080 件であるのに対して、弊会のマンション管理適正評価で星 5

の評価を得ているマンションは 4,336 件となっています。 

つきましては、管理計画認定マンションと同等の非常に高いレベ

ルで管理運営をおこなっている適正評価の星５の管理組合について

も本税制適用対象として適用対象を広げることで、区分所有者にと

って本税制がより一層使い勝手のよいものになるものと考えられま

すことから、本制度の適用対象にしていただくことを要望します。 
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第２ 分譲マンションにおける管理員配置規制緩和に関する地方公共団

体への働きかけ 

 分譲マンションにおける管理体制の多様化・合理化及び管理組合の負

担軽減の観点から、管理員配置に関する地方公共団体の条例等につい

て、管理組合の実情や多様な管理方式を踏まえた柔軟な考え方が共有さ

れるよう、国として地方公共団体に対して働きかけをしていただきた

い。 

 

《趣旨と理由》 

１．現在、一部の地方公共団体では、マンション管理員の設置・常駐を

義務付ける条例が存在しています。 

一方、少子高齢化に伴う人手不足とインフレによる人件費上昇が、

人手に頼る管理業務のコスト上昇に直結しており、維持修繕工事費の

高騰とともに、管理組合財政にとっての大きな課題となっておりま

す。 

 特に、高齢化が進む築４０年以上の高経年マンションにおいては、

こうした管理コスト上昇に対して、例えば、年金生活者割合の増加に

伴う管理組合員の経済負担力低減というミスマッチが懸念される所で

あり、管理会社におけるＤＸ化（無人窓口受付システム、共用施設予

約システム、デジタルサイネージ等）をはじめ、人手を極力合理化し

ていく管理手法の合理化への取り組みが急務です。 

このような状況下において、管理員の設置・常駐を義務付ける条例は

阻害要因となっております。 

 

２．この点、住生活基本計画（全国計画）（令和 8 年 3 月 27 日閣議決

定)によれば、「2050 年までの生産年齢人口の大幅な減少等」を踏ま

え、「住まいの適切な維持管理が継続的に実施される体制の構築が不

可欠である」(第 1(2))ことが明確に示されています。 

また、同計画の目標の 1 つとして、「過度な負担なく希望する住生

活を実現できる環境整備」(目標 4)が掲げられ、その具体化に向けて、

「デジタル技術の活用による業務効率化の推進」(第 4(4)③)等が明確

に位置付けられています。 

さらに、「マンションの管理の適正な推進を図るための基本的な方

針（令和 8 年４月１日施行）」では、国に対して「ＩＣＴを活用した

マンションの管理の適正化を推進していく必要がある。」としていま

す。 
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このため、上記１．のような管理組合の経済的負担の軽減とマンシ

ョン管理業務におけるＩＣＴ化の推進の観点からも、地方公共団体が

管理員配置の合理化に向けた条例の見直しを検討できるような環境づ

くりは是非とも必要です。その際の指針となるような、管理員配置に

関する規制緩和に向けた働きかけをしていただきたく要望します。 
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第３ マンションの売買契約時の重要事項として管理計画認定取得等の

説明の義務化等 

中古及び新築マンションの売買契約時に重要事項として、管理計画

認定や弊会のマンション管理適正評価制度などマンション管理に関す

る評価等を受けている場合は、その旨を説明することを義務化、又は

説明の必要性を周知していただきたい。 

 

《理由・背景》 

１．現在、マンション管理に対する社会的な関心は従前に比べて大きく

高まっています。令和８年６月３０日現在、管理計画認定数は 4,080

件に上ぼり、弊会の「マンション管理適正評価」の登録数は 12,268

件に至っているところです。 

 このような中、マンションの売買においては、「管理の状況」が売買

の意思決定を左右する状況にあります。 

 これは、株式会社リクルート「SUUMO リサーチセンター」による

「住宅購入・建築検討者」調査においても、「管理計画認定」ならびに

「マンション管理適正評価」が住宅の品質を担保する税制・優遇制度

の項目として取り上げられ、年々認知度が増加していることからも明

らかです。 

 

そして、このように、「管理の見える化」に関する指標が存在してい

るにもかかわらず、その存在自体が明らかにされないまま、マンショ

ンの売買が行われれば、特に購入者において、「それが最初から分かっ

ていれば、購入したのに(しなかったのに)。」というような不測の事態

が生じかねません。 

 

２．以上のように、「管理の見える化」の重要性が高まる中、マンショ

ンの購入者が管理計画認定やマンション管理適正評価制度などのマン

ション管理関連の評価を受けている場合は、これを看過することによ

り意に沿わない取引に至ることがないよう、重要事項として義務化、

又は説明の必要性を周知するよう要望します。 
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第４ 公正競争規約の表示事項への管理計画認定等取得有無追加 

公正競争規約における必要な表示事項に、管理計画認定取得の有

無やマンション管理適正評価における評価の状況などマンション管

理関連の評価に関する事項を追加していただきたい。 

 

《趣旨と理由》 

１．現在、マンション管理に対する社会的な関心は従前に比べて大きく高

まっています。令和８年６月３０日現在、管理計画認定数は 4,080 件

に上ぼり、弊会の「マンション管理適正評価」の登録数は 12,268 件に

至っているところです。 

このような中、マンションの売買においては、「管理の状況」が売買

の意思決定を左右する状況にあります。 

これは、株式会社リクルート「SUUMO リサーチセンター」による

「住宅購入・建築検討者」調査においても、「管理計画認定」ならびに

「マンション管理適正評価」が住宅の品質を担保する税制・優遇制度の

項目として取り上げられ、年々認知度が増加していることからも明ら

かです。 

 

２．一般に、マンション購入検討者は、新築・中古いずれの場合でも広告

が大きな検討材料になると思われます。このため、マンションにおいて

「管理の見える化」に関する指標が存在しているにもかかわらず、広告

においてその存在自体が明らかにされないまま、マンションの売買が

行われれば、特に購入者において、「それが最初から分かっていれば、

購入したのに(しなかったのに)。」というような不測の事態が生じかね

ません。 

 

３．以上のことから、マンションの分譲事業者（販売代理を含む）がその

販売を行う新築・又は既存マンションについて、管理計画認定有無やマ

ンション管理適正評価制度などマンション管理関連の評価等を受けて

いる場合は、公正競争規約における必要な表示事項とされたく、所管団

体への働きかけなど、御支援方要望します。 
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第５ 管理計画認定制度と適正評価制度の的確な連携 

令和9年4月から施行される管理計画認定制度の新築マンションへの

適用に向け、ワンストップ申請を行っている弊会のマンション管理適

正評価制度と的確に連携して、円滑な登録と更新ができるよう、弊会

との必要な検討をしていただきたい。 

 

《趣旨と理由》 

１．国におかれては、マンション関係法改正審議及び住生活基本計画(全

国計画)において、マンション全体に占める管理計画認定取得の割合に

関し、現行の 3％となっているところを、法施行後の 5 年間で 20％と

することとしています。 

 

２．この点、令和８年３月末日現在、管理計画認定制度の認定 3,740 件

のうち、弊会の適正評価制度を経由したワンストップ申請は 2,677 件

で、全認定件数の 71.4％を占めています。その意味で、適正評価制度

は、ワンストップ申請を通じて認定取得の推進に寄与していると自負

しているところです。 

 

３．以上のような観点から、弊会としては、車の両輪である管理計画認

定制度と適正評価制度双方のシステム連携について十分かつ詳細な協

議の上を進められることが必要であると考えています。国におかれて

も、管理計画認定制度に関する評価基準の見直しや新築マンションへ

の適用拡大に当たり、ワンストップ申請を行っている弊会の適正評価

制度と十分な連携の上、円滑な登録と更新ができるよう、環境づくり

を取り図られたく、要望します。 

 


